
様式第３号

一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

岡山市長　様

　　　　　　　　　　　　　所 　在　 地

　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

いことを誓約します。

（電子入札システムによる申請の場合は押印不要）

に係る入札参加資格を確認されたく，必要な書類を添えて申請します。

　なお，当社（者）は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条

の４に規定する者でないこと並びにこの申請書及び添付書類の内容は事実と相違な

　令和　　年　　月　　日付けで公告のあった



様式第４号

契約番号

法定資格等

工事名

役割

発注者

法定資格等

※建設工事の一般競争入札公告共通事項 １４ その他 (6)(10)(11)を確認した後に記入すること。

その他公告に
定める有資格
者の氏名

資格の種類

※建設工事の一般競争入札公告共通事項 １４ その他 (6)を確認した後に記入すること。

配置予定現場
代理人氏名

工事名

請負代金額
（円）

役割

発注者

※建設工事の一般競争入札公告共通事項 １４ その他 (12)を確認した後に記入すること。

＜添付書類＞

（１）本工事で必要とされる技術・資格を証する書面の写し（合格証明書等）

（３）雇用の証となる健康保険被保険者証の写し等

配 置 予 定 技 術 者 等 調 書

（商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　）

工　 　事 　　名

配置予定
技術者氏名

（□ 営業所における専任技術者ではない。）

（□ 営業所における専任技術者である。　）

当該技術者の手
持工事の状況

※手持ち工事がない場合は、
 この欄に「なし」と記入してください。

請負代金額
（円）

□主任技術者
□現場代理人

□主任技術者
□現場代理人

□主任技術者
□現場代理人

※建設工事の一般競争入札公告共通事項 １４ その他(6)(7)(8)(9)(11)を確認した後に記入するこ
と。

監理技術者
補佐氏名

※監理技術者補佐を配置する場合のみ記入してください。

（□ 営業所における専任技術者ではない。　）

（２）監理技術者の資格が必要な場合は監理技術者資格者証及び講習修了証（いずれも写し可）も
　　添付してください。

（□ 営業所における専任技術者ではない。）

当該現場代理
人の手持工事

の状況

※手持ち工事がない場合は、
 この欄に「なし」と記入してください。

□主任技術者
□現場代理人

□主任技術者
□現場代理人

□主任技術者
□現場代理人



様式第５号

（注）

令和　　年　　月　　日

指 名 停 止 等 措 置 状 況 調 書

（商号又は名称　　　　　　  　　　　　　　　）

岡山市以外の公共機
関から指名停止，指
名留保等の措置を受
けているかどうか

措置を受けていない　・　措置を受けている

（該当するほうを○で囲んでください。）

上記措置を受けている場合は以下に記載してください。

公 共 機 関 名

措 置 期 間

この調書は，今回発注工事の一般競争入札参加資格確認申請時に提出すると
ともに，その後契約締結日までの間に上記措置を受けたときは，速やかに必
要事項を記載して届け出てください。

措 置 理 由

そ の 他



　　　　　　所　在　地

　　　　　　商号又は名称

　　　　　　代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出資比率：　　　％（共同企業体の場合のみ）

                                                            円

年　　　月　　　日

             年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

様式第６号

工 事 名

請 負 者

工 期

契　 約　 日

施　工　実　績　調　書

施 工 場 所

請 負 代 金 額

発　 注　 者

下記のとおり，公告で定めている同種工事施工実績を有していることに相違ありません。

工 事 概 要

＜添付書類＞
　①上記工事の請負契約書の写し
　②上記工事が記載された経営事項審査の際提出する工事経歴書の写し

　注１）提出された資料により公告で定めている施工実績が確認できない場合は，施工実績とし

　③公告で定めている同種工事施工実績が確認できる資料（図面等）の写し

　　　ること。１棟当たりの延べ面積が確認できない場合は，施工実績と認めない。

　※ただし，公告で定めている同種工事施工実績が工種及び請負代金額のみの場合は，③の提出
　　は不要とする。

　注２）共同企業体での施工実績の場合は，出資比率が確認できる資料（協定書等）の写しを提
　　　出すること。出資比率が確認できない場合は，施工実績と認めない。
　注３）１棟あたりの施工実績を求めている場合は，必ず１棟が確認できる図面の写しを添付す

　　　て認めない。


